
平成２２年度 不交付団体の状況

区 分 平成２２年度 平成２１年度 平成２０年度

都 道 府 県 １ １ ２

市 町 村 ７４ １５１ １７７

合 計 ７５ １５２ １７９

（注） 合併特例の適用により交付税が交付される団体数を含み、特別区を含まない。

不交付団体数

区 分 平成２２年度 平成２１年度 平成２０年度

不 交 付 団 体 の 人 口 １６．２百万人 ３５．１百万人 ３７．７百万人

不 交 付 団 体 人 口 比 率 １２．７％ ２７．５％ ２９．５％

（参考）不交付団体の人口（市区町村）

不交付団体数の推移（都道府県＋市町村）
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２　市町村分

都道府県
不交付
団体数

北海道 泊村 1

青森県 六ヶ所村 1 東通村

宮城県 女川町 1

福島県 大熊町 1 西郷村 広野町

茨城県 鹿嶋市＊ 神栖市＊ 東海村 3 つくば市 ひたちなか市 守谷市

栃木県 芳賀町 1 宇都宮市 小山市 上三川町

群馬県 上野村 大泉町 2 太田市

戸田市 朝霞市 和光市 5 さいたま市 川越市 川口市 所沢市

八潮市 三芳町 狭山市 入間市

市川市 成田市＊ 市原市 6 千葉市 船橋市 八千代市 富津市

君津市 浦安市 袖ヶ浦市 印西市 芝山町

立川市 武蔵野市 三鷹市 8 八王子市 昭島市 町田市 小平市

府中市 調布市 小金井市 日野市 国分寺市 国立市 羽村市

多摩市 瑞穂町

川崎市 鎌倉市 藤沢市 10 横浜市 相模原市 平塚市 小田原市

厚木市 海老名市 寒川町 茅ヶ崎市 大和市 伊勢原市 南足柄市

中井町 箱根町 愛川町 綾瀬市 大井町 開成町

清川村

新潟県 聖籠町 湯沢町 刈羽村 3

福井県 0 敦賀市 おおい町

山梨県 昭和町 1 忍野村 山中湖村

長野県 南相木村 軽井沢町 2

岐阜県 0 岐南町

富士市＊ 裾野市 湖西市＊ 5 沼津市 御殿場市 小山町 吉田町

御前崎市＊ 長泉町

碧南市 刈谷市 豊田市＊ 16 名古屋市 豊橋市 岡崎市 半田市

安城市 西尾市 小牧市 春日井市 豊川市 常滑市 稲沢市

東海市 大府市 日進市 知多市 知立市 高浜市 田原市

みよし市 長久手町 豊山町 清須市 北名古屋市 弥富市 東郷町

大口町 飛島村 武豊町 東浦町

幸田町

三重県 亀山市＊ 川越町 2 四日市市

滋賀県 0 栗東市 竜王町

京都府 久御山町 1

大阪府 摂津市 田尻町 2 吹田市 茨木市 泉佐野市 箕面市

広島県 0 府中町

福岡県 苅田町 1

佐賀県 玄海町 1

宮崎県 木城町 1

市町村合計　　　７４団体（平成２１年度１５１団体）

３　合   計　　　　７５団体　

      　 （注） １　平成２２年度において新たに不交付団体となった市町村はない。
２　静岡県湖西市は、財源不足団体であるが、調整率を乗じた結果、不交付団体となったものである。

３　＊印は、平成２２年度の一本算定は不交付団体であるが、合併の特例により交付税が交付される
   市町村である。（８団体）

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

高月町(長浜市に編入)

平成２２年度普通交付税不交付団体一覧表

不　交　付　団　体　名
(参考)

Ｈ21不交付団体
→H22交付団体

１　道府県分       東京都

静岡県

愛知県


